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第１章 地域情報化



１ ICTを活用した地域活性化

（１） ICTを活用した事業

代表提案者 事 業 名 実施地域

長崎県壱岐市
高齢農業者とICTの融合による壱岐イキ生きがい
島調査事業

長崎県壱岐市

ア ICT街づくり推進事業
（平成２５年度当初）

イ G空間シティ構築事業
（平成２５年度補正）

代表提案者 事 業 名 実施地域

福岡県北九州市
災害時の「電力確保」まで想定した世界最先端の
G空間防災モデルの構築

福岡県北九州市、直方
市、行橋市、香原町、

苅田町

熊本県人吉市
G空間技術を活用した地域連携型防災まちづくり
実証事業

熊本県人吉市、鹿児島
県伊佐市、湧水町

ウ ICTまち・ひと・しごと創生推進事業
（平成２６年度補正）

代表提案者 事 業 名 実施地域

福岡県直方市 広域鳥獣クラウド・プロジェクト推進事業 福岡県直方市

熊本県高森町 広域鳥獣クラウド・プロジェクト推進事業 熊本県高森町

長崎県平戸市 度島（たくしま）ふ・れ・あ・いモデル 長崎県平戸市

鹿児島県三島村 離島の地産地消・地産他消推進プロジェクト 鹿児島県三島村

（平成２８年度当初）

代表提案者 事 業 名 実施地域

佐賀県佐賀市 広域鳥獣クラウド・プロジェクト推進事業 佐賀県佐賀市

長崎県対馬市
獣害から獣財プロジェクト ～イノシシ・シカで島
おこし～

長崎県対馬市

【担当課：情報通信振興課０９６－３２６－７８２５】
1

（ ）は予算年度



代表提案者 事 業 名 実施地域

福岡県宗像市 むなかた園芸農業ICT技術普及促進事業 福岡県宗像市

長崎県五島市 鳥獣害対策システムによる安心安全な島づくり 長崎県五島市

エ G空間防災システムとLアラートの連携推進事業
（平成２６年度補正）

代表提案者 事 業 名 実施地域

(株)ケー・シー・エス
九州支社

災害時の迅速な避難支援に向けた災害・避難情
報及び交通機関運行情報の一体提供システム
の構築

福岡県福岡市

福岡県北九州市
Ｇ空間防災システムの高度化及び地理空間情報
プラットフォームとＬアラートを利用した「新たなメ
ディア」の創出

福岡県北九州市、直方
市、行橋市、香春町、

苅田町

九州大学大学院
流域圏におけるＬアラートを活用したＧ空間防災
支援業務システムの開発実証

熊本県人吉市(球磨川
流域)

(株)エヌ・ティ・ティ・
データ経営研究所

防災クラウド情報システムの標準策定事業
宮崎県、都城市他 宮

崎県内自治体

代表提案者 事 業 名 実施地域

一般社団法人日本テ
レワーク協会

テレワーク×クラウドソーシングによる移住定住促
進事業 ―「ひと」と「しごと」が定住する糸島スタイ
ルの確立に向けて―

福岡県糸島市

佐賀県
ふるさとテレワークで人を活かす！九州みらいジャ
ンクション創出事業

佐賀県鳥栖市

（平成２８年度補正）

オ ふるさとテレワーク推進のための地域実証事業
（平成２６年度補正）

カ ふるさとテレワーク推進事業
（平成２８年度当初）

代表提案者 事 業 名 実施地域

株式会社コミクリ
女性や若者が輝き働く、明るい街「たがわ」創生プ
ロジェクト

福岡県田川市

一般社団法人日本テ
レワーク協会

糸島スタイル ～ テレワーク×クラウドソーシング
による移住定促進・拡大事業～

福岡県糸島市

富士ゼロックス長崎
株式会社

実りの島、壱岐 ～テレワークで実現する壱岐なみ
らい～

長崎県壱岐市

【担当課：情報通信振興課０９６－３２６－７８２５】
２



代表提案者 事 業 名 実施地域

株式会社セラク
廃校利用によるテレワーク推進事業および農業
IoT/人材交流を軸とした地域との協働事業

長崎県南島原市

一般社団法人肥後六
華の會

頑張るばい！首都圏の「人財・仕事・風」を熊本ＩＴ
系育成テレワーク事業

熊本県熊本市

代表提案者 事 業 名 実施地域

宮崎県椎葉村 椎葉村ふるさとテレワークみらい創りプロジェクト 宮崎県椎葉村

代表提案者 事 業 名 実施地域

一般社団法人臼杵市
医師会

大分県うすき石仏ねっと高度化事業
大分県臼杵市、津久見
市、大分市、由布市、
豊後高田市、宇佐市

キ クラウド型ＥＨＲ高度化事業
（平成２８年度補正）

ク 地域ＩｏＴ実装推進事業
（平成２９年度当初）

代表提案者 事 業 名 実施地域

熊本県
自治体防災情報管理システムのクラウド連携と運
用に関する事業

熊本県

熊本県嘉島町
自治体防災情報管理システムのクラウド連携と運
用に関する事業

熊本県嘉島町

熊本県西原村
自治体防災情報管理システムのクラウド連携と運
用に関する事業

熊本県西原村

福岡県糸島市
平常時においても利活用可能なＩｏＴ×Ｇ空間地域
防災システムの構築事業

福岡県糸島市

佐賀県多久市
ＩｏＴとＧ空間情報を融合した多久市Ｇ空間地域防災
システムの構築事業

佐賀県多久市

株式会社ＮＴＴドコモ
水田センサ応用による農地の塩害被害最小化に向
けた実証

佐賀県佐賀市

（平成２９年度当初）

（平成３０年度当初）

代表提案者 事 業 名 実施地域

みらい株式会社
天草テレワーク拠点整備による、心豊かなワーク
スタイル創出事業

熊本県天草市

【担当課：情報通信振興課０９６－３２６－７８２５】
３



代表提案者 事 業 名 実施地域

シタテル株式会社 ICTによる衣服生産のプラットフォーム 九州全域の縫製工場

特定非営利活動法人
価値創造プラット

フォーム

官民協働による九州の地域資源観光シェアリング
化事業

佐賀県多久市、長崎県
佐世保市、熊本県錦町、

和水町

代表提案者 事 業 名 実施地域

福岡県東峰村
「安全・安心なむらづくり」を実現するＧ空間地域防
災システムの構築事業

福岡県東峰村

長崎県島原市
ICT技術で拓く島原漁協 陸上ジオアワビ養殖業の
未来

長崎県島原市

長崎県五島市
ビッグデータ解析による個別介入適正化プロジェク
ト

長崎県五島市

熊本県南小国町
ドローンを活用した災害に負けない強靭なまちづく
りのためのヘカトンケイルシステム地域実装事業

熊本県南小国町

鹿児島県日置市 ひおき農業情報プラットフォーム構築事業 鹿児島県日置市

国立大学法人
東京大学

自治体防災情報管理システムのクラウド連携と運
用に関する事業

熊本県内１３市町

鹿児島県瀬戸内町
奄美大島の魅力を地元の小学生が発信するプロ
グラミング教育

鹿児島県瀬戸内町

ケ 地域におけるＩｏＴの学び推進事業（地域ＩＣＴクラブ）
（平成３０年度当初）

協議会名 事 業 名 実施地域

志田林三郎ICTクラブ
生活に密着した（医療など）ICT機器等を活用した
モデルの構築

佐賀県多久市
佐賀県佐賀市

島原地域ICTクラブ
推進協議会

視聴障害者向けの教材を用いて全ての児童が一
緒に学ぶモデルの構築

長崎県島原市

鹿児島県地域ICT
クラブ推進協議会

離島と本土で遠隔連携し、自走化・活性化を目指
したモデルを構築

鹿児島県徳之島町
鹿児島県霧島市

（平成３０年度当初）

コ 地域ＩｏＴ実装のための計画策定・推進体制構築支援事業
（平成３０年度当初）

支援団体 事 業 名 実施地域

熊本県宇城市 宇城市地域ＩｏＴ実装計画の策定 熊本県宇城市

【担当課：情報通信振興課０９６－３２６－７８２５】
４



５

サ IoTサービス創出支援事業
（平成２９年度当初）

（平成３０年度当初）

代表提案者 事 業 名 実施地域

（一社）九州経済
連合会

ブロックチェーン技術を利用した中食・外食の
食材トレーサビリティー社会実装

九州圏内

（一財）SFC
フォーラム

高校における学生の記述プロセスのデータ解析
を用いた記述力指導事業

長崎県長崎市、
大阪府摂津市、
神奈川県藤沢市

ス 放送コンテンツ海外展開支援事業
（平成２９年度当初）

代表提案者 事 業 名 実施地域

長崎大学
五島・マグロ養殖基地化を実現するIoTシステム
の実証事業

長崎県五島市

（株）シーイー・
フォックス

被災地におけるIoTを活用した高齢者の
命をつなぐ健康支援モデル事業

熊本県熊本市、
上益城郡益城町、
阿蘇郡南阿蘇村

（公）ハイパー
ネットワーク
社会研究所

視覚障がい者の自律的外出支援サービス
大分県大分市、

別府市

事業者名 番組概要

RKB毎日放送（株） 福岡市「天神」を舞台とした恋愛ドラマを日台共同制作。

大分朝日放送（株）
各国のタレントが、各国の入浴習慣を踏まえて温泉を体験し、
九州の温泉の魅力を紹介。

九州朝日放送（株）
タイで人気の日本人タレントがとんこつラーメンを切り口に
九州を旅しながら、食と観光の魅力を紹介。

（株）サガテレビ
アニメゆかりの地域を巡り、アニメのシーンを交えながら、
佐賀の魅力を発信する旅番組。

（株）テレビ熊本
台湾人リポーターと地元タレントが熊本の食や、伝統文化、
雄大な自然を紹介していく観光ＰＲ番組。

（株）長崎国際テレビ
タイの人気女性タレントが長崎県の島々を巡り、
島の歴史と文化に触れ、漁業や農業、伝統工芸や食などを体験。

（株）南日本放送
鹿児島県の観光スポットや食の豊かさをPRし、
シンガポールで開催される「鹿児島フェア」の内容なども紹介する。

シ IoTの安心・安全かつ適正な利用環境の構築
（IoT利用環境の適正な運用及び整備等に資するガイドライン等策定）

（令和元年度当初）

代表提案者 事 業 名 実施地域

アイオーネイチャー
ラボ株式会社

シカ等侵入防護柵の点検自動化に向けた
IoTシステムの実証事業

宮崎県美郷町

【担当課：情報通信連携推進課０９６－３２６－７３１４】



６

事業者名 番 組 概 要 対象国・地域

RKB毎日放送（株）
SAMURAIが出すクイズをタイ人と台湾人が回答。
連携する地方局が海産物などの産品と各地域を
紹介。

タイ・台湾

（株）テレビ熊本
フランスの人気CGアニメキャラクターがナビゲート
する現地ドキュメンタリー番組で、阿蘇くじゅう国立
公園を紹介。

フランス・ドイツ等

大分朝日放送（株）
人気タレントが、九州の国立公園を舞台に、地元の
人とふれあいながらアクティビティや食文化、火山
の恵みを紹介。

オーストラリア・
ニュージーランド

（株）南日本放送
訪日リピート層の需要開拓を狙い、トレッキング
ツーリズムという新しい切り口で、自然やグルメの
魅力を発信。

台湾

【担当課：情報通信連携推進課０９６－３２６－７３１４】

放送コンテンツ海外展開強化事業
（平成３０年度当初）

事業者名 事 業 名 放送対象国・地域

RKB毎日放送（株）
Tour De KYUSHU for Thai
～九州北部豪雨被災地・福岡県朝倉市から～

タイ

大分朝日放送（株）
ラグビーワールドカップ2019
日本大会を契機にした九州の魅力発信事業

オーストラリア、
ニュージーランド

（株）テレビ熊本
漫画家をめざすインドネシア人の熊本体験
ドキュメント ～Be a Manga Artist！～

インドネシア

（株）長崎国際テレビ
Experience of Nagasaki
～道の駅・Roadside Station Trip～

タイ

（株）福岡放送
台湾の人気番組を活用した
北部九州のインバウンド拡大事業

台湾

（株）南日本放送 体感！「かごしまじかん」をもとめて シンガポール

放送コンテンツ海外展開強化事業（連携型）
（平成３０年度二次補正）

放送コンテンツ海外展開強化事業（単独型）
（令和元年度当初）

放送コンテンツ海外展開強化事業（単独型）
（平成３０年度二次補正）

事業者名 番 組 概 要 対象国・地域

（株）福岡放送
門司港や工場群の夜景を楽しむクルーズなどの観
光スポットを紹介し、レトロから最先端まで北九州市
の魅力を発信。

台湾

（株）長崎国際テレビ
世界遺産や自然あふれる各地のスポットをトレッキ
ングやサイクリング、クルージングなどで巡り、長崎
の魅力を発信。

ドイツ

事業者名 番 組 概 要 対象国・地域

（株）TVQ九州放送
フィリピンで人気の旅番組の中で佐賀県で撮影
された映画のロケ地を巡り、佐賀ならではの観光
・グルメ情報を照会。

フィリピン



（２） 戦略的情報通信研究開発推進事業(SCOPE)

７

採択年度 対象プログラム 課 題 名 提案機関 研究代表者

平成３１年度
（令和元年度）

社会展開指向型
研究開発3年枠
（フェーズⅠ）

災害時緊急回線開通を目的としたアドホック光空間通
信システムに関する研究開発

佐賀大学 辻村 健

養殖漁業における赤潮早期予測・発見・対策を実現す
るIoTシステムの研究開発

長崎大学 山本 郁夫

ICT基礎・育成型
研究開発1年枠
（フェーズⅠ）

原因に基づく悪性DNSクエリ分類技術の研究開発 九州工業大学 佐藤 彰洋

データ駆動型スマートシティ実現に向けた防災を例と
した地域情報アーカイブとオープンデータの構造的整
理の研究開発

（株）ローカルメ
ディアラボ

牛島 清豪

電波有効利用促
進型研究開発
先進的電波有効
利用型
（フェーズⅠ）

ガウス波形による2次元BPSK変調信号を用いた最尤
推定レーダの研究開発

福岡大学 大橋 正良

高指向性テラヘルツ波による高セキュリティ無線通信
技術の研究開発

九州大学 加藤 和利

平成３０年度

ＩＣＴ重点研究
開発分野推進型
研究開発 ３年枠
（フェーズⅠ）

レンズレス高指向性・高感度・非冷却・近赤外線
通信用センサーデバイスに関する研究開発

九州工業大学 有馬 裕

ソーシャルメディア仲介ロボットによる認知症
自動診断予防システムの研究開発

長崎大学 小林 透

ＩＣＴ研究者育成
型研究開発
中小企業枠
（フェーズⅠ）

低遅延・高信頼な産業用無線ネットワークシステム
を用いた高精度測位に関する研究開発

（株）レイドリクス 長尾 勇平

平成２９年度

地域ＩＣＴ振興型
研究開発
（フェーズⅠ）

高度画像復元技術を用いた超小型内視鏡イメージン
グ

北九州市立大学 奥田 正浩

ICTを活用した牛のモニタリングシステムの開発に
関する研究

宮崎大学 ティティズイン

電波有効利用促
進型研究開発
若手ワイヤレス
研究者等育成型
（フェーズⅠ）

周波数有効利用と超高時空間分解能を実現する
電波環境適応型レーダの研究開発

北九州市立大学 松波 勲

平成２８年度

地域ＩＣＴ振興型
研究開発
（フェーズⅠ）

自然災害が多発する阿蘇地域における防災・減災の
ための無人航空機を用いた時空間地形情報システム

熊本大学 尾原 祐三

医療事故の発生を抑止する医療事故発生予測技術を
可能とするビッグデータ解析基盤の研究開発

熊本県立大学 白水 麻子

若手ICT研究者
等育成型研究開
発（フェーズⅠ）

IoTビッグデータのための非線形解析システムの研究
開発

熊本大学 松原 靖子

電波有効利用促
進型研究開発
若手ワイヤレス
研究者等育成型
（フェーズⅠ）

3次元高密度実装技術を用いた第5世代携帯端末用
60GHz帯3次元指向性制御アンテナの研究開発

鹿児島大学 吉田 賢史

【担当課：情報通信連携推進課０９６－３２６－７３１４】



県 名 事 業 数

福 岡 県 ２２

佐 賀 県 １７

長 崎 県 ４２

熊 本 県 １１２

大 分 県 ４９

宮 崎 県 ８４

鹿 児 島 県 ４７

九 州 計 ３７３

県 名 事 業 数

福 岡 県 ６

佐 賀 県 ５

長 崎 県 １７

熊 本 県 ７

大 分 県 ４

宮 崎 県 ２３

鹿 児 島 県 ２１

九 州 計 ８３

県 名 事 業 数

福 岡 県 ６

佐 賀 県 １

長 崎 県 ２

熊 本 県 ７

大 分 県 ８

宮 崎 県 ４

鹿 児 島 県 ６

九 州 計 ３４

携帯電話の不感地帯解消

（１）携帯電話等エリア整備事業実施状況（基地局整備）

（２）携帯電話等エリア整備事業実施状況（伝送路整備）

（３）地域情報通信基盤整備推進交付金事業実施状況（携帯電話等）

【平成３年度～平成３０年度末】

【平成１７年度～平成３０年度末】

（参考）携帯電話等エリア整備事業は、携帯電話の利用可能な地域の拡大を図るため、電波の有効利用に資することとなる伝送路等の
整備を通じて携帯電話等の無線システムの普及を支援することにより、電波の有効かつ公平な利用を確保するものです。

8

２ 地域情報通信基盤の整備促進
（地理的デジタル・デバイドの解消等）

【平成２１年度末】



（４）電波遮へい対策事業実施状況（トンネル等）

【平成８年度～平成３０年度】

【担当課：陸上課０９６－３２６－７８５７】

県　　　　名 対 象 道 路 等 対   象   箇   所

地下街・地下鉄
天神地下街、博多駅地下街、中洲川端駅、地下鉄室見駅他12駅、市営地下鉄3号
線（七隈線）

九州自動車道 福智山・金剛山トンネル

東九州自動車道 長野・朽網トンネル、新津・南原・光国トンネル

国道・県道 関門国道トンネル、竹原峠トンネル（国道442号）

山陽新幹線
梶原･那珂川･筑紫（北）トンネル、筑紫（南）トンネル、北九州(東)トンネル、北九州
(西)・石坂トンネル、鞍手・長谷・室木・四郎丸トンネル、稲光・福岡(東)トンネル、福
岡(西)･久山トンネル、新関門(西)トンネル

九州新幹線 高田･楠田･稲荷山トンネル、三池・玉名・大坊トンネル

西九州自動車道 浜玉トンネル（唐津伊万里道路）

国道・県道 東背振トンネル（国道385号）、厳木トンネル（国道203号　厳木バイパス）

長崎自動車道 中里・平間・中尾トンネル

西九州自動車道
平尾トンネル、調川トンネル１号、仏坂平尾トンネル、牧ノ地トンネル（国道497号伊
万里松浦道路）

国道・県道 オランダ坂トンネル（国道324号）

九州自動車道
加久藤トンネル（上下線）、万恵第２・小鶴・屋形・柚木河内トンネル、肥後・白岳第
１・第２・万恵第１トンネル、淡島トンネル、大平山・八丁山・段・横石・原女木・生名
子・馬廻トンネル、古屋敷・大手木・日光谷・鮎帰・登俣トンネル

南九州西回自動車道
妙見・古麓第1・第2・二見・新赤松トンネル、新佐敷トンネル、湯治トンネル、湯浦ト
ンネル、新津奈木トンネル

国道・県道
佐敷トンネル（国道３号線）、俵山・南阿蘇トンネル（県道28号）、横谷トンネル（国道
219号）、加久藤トンネル（国道221号）

九州新幹線

木葉、西安寺、野田、新田原坂、和泉、小塚トンネル、妙見、第１今泉、第２今泉、
鶴喰、田上(北)トンネル、田上(南)、桑川内、吉尾、第１桑原、第２桑原、松原(北)ト
ンネル、松原(南)、野角、新津奈木、岩城、浜崎、染竹、初野トンネル、水俣、小田
代、袋トンネル

大分自動車道
代太郎トンネル、乙原・向平トンネル、隠山・鳥越・挟間トンネル、福万山トンネル、
南端・豊岡第２・法花寺第１・第２トンネル

東九州自動車道

九六位・臼杵・臼津トンネル、尺間山トンネル、西ノ内トンネル、津久見トンネル、森
崎・丸市尾トンネル、陣ヶ峰・浦之迫・葛原トンネル、大長瀬トンネル、佐伯トンネ
ル、赤尾第１・赤尾第２・赤尾第３トンネル、中津・今仁トンネル、山口第１・山口第
２・山口三軒屋・山口下孫四郎・野々河内トンネル

中津日田道路
城山トンネル（中津日田道路・中津三光道路）、はなぐりトンネル（中津日田道路・耶
馬渓本耶馬溪道路）

九州自動車道 加久藤トンネル（上下線）

東九州自動車道
陣ヶ峰・浦之迫・葛原トンネル、須美江・家田小麦山・家田トンネル、平岩第１トンネ
ル、平岩第２・幸脇トンネル、鹿場第１・鹿場第２・落鹿トンネル

国道・県道
寺畑谷第1、第2（国道10号）、日南富土トンネル（国道220号）、中椎葉トンネル（国
道265号）、古園2号トンネル（国道327号)、大峡・新宇和田・祝子・差木野・桜ヶ丘ト
ンネル（国道10号）、北川・的野・須佐トンネル（国道10号）

九州自動車道 田上トンネル

南九州西回自動車道 大里トンネル、都トンネル、金山トンネル、宮里トンネル

国道・県道 武岡トンネル(国道3号)、国見トンネル（県道561号）

九州新幹線
境川、前田、針原、関外トンネル、宇津野、小原、第１紫尾山、第２紫尾山、第３紫
尾山(北)トンネル

宮 崎 県

鹿児島県

福 岡 県

佐 賀 県

長 崎 県

熊 本 県

大 分 県
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								国道・県道 コクドウ ケンドウ		関門国道トンネル、竹原峠トンネル（国道442号） カンモン コクドウ タケハラ トウゲ コクドウ ゴウ

								山陽新幹線 サンヨウ シンカンセン		梶原･那珂川･筑紫（北）トンネル、筑紫（南）トンネル、北九州(東)トンネル、北九州(西)・石坂トンネル、鞍手・長谷・室木・四郎丸トンネル、稲光・福岡(東)トンネル、福岡(西)･久山トンネル、新関門(西)トンネル

								九州新幹線 キュウシュウ シンカンセン		高田･楠田･稲荷山トンネル、三池・玉名・大坊トンネル タカダ クスダ イナリヤマ ミイケ タマナ オオ ボウ

						佐賀県 s ケン		西九州自動車道 ニシキュウシュウ ジドウシャドウ		浜玉トンネル（唐津伊万里道路） ハマタマ カラツ イマリ ドウロ

								国道・県道 コクドウ ケンドウ		東背振トンネル（国道385号）、厳木トンネル（国道203号　厳木バイパス） キュウラギ

						長崎県 ナ ケン		長崎自動車道 ナガサキ ジドウシャ ドウ		中里・平間・中尾トンネル ナカザト ヒラマ ナカオ

								西九州自動車道		平尾トンネル、調川トンネル１号、仏坂平尾トンネル、牧ノ地トンネル（国道497号伊万里松浦道路） ホトケ サカ ヒラ オ マキ チ コクドウ ゴウ イマリ マツウラ ドウロ

								国道・県道 コクドウ ケンドウ		オランダ坂トンネル（国道324号） ザカ コクドウ ゴウ

						熊本県 k ケン		九州自動車道 キュウシュウ		加久藤トンネル（上下線）、万恵第２・小鶴・屋形・柚木河内トンネル、肥後・白岳第１・第２・万恵第１トンネル、淡島トンネル、大平山・八丁山・段・横石・原女木・生名子・馬廻トンネル、古屋敷・大手木・日光谷・鮎帰・登俣トンネル マン ケイ ダイ コ ツル ヤカタ ユズキ カワチ ヒゴ ハク タケ ダイ ダイ マン ケイ ダイ アワシマ アユ ガエ ノボ マタ

								南九州西回自動車道 ミナミキュウシュウ ニシマワ ジドウシャドウ		妙見・古麓第1・第2・二見・新赤松トンネル、新佐敷トンネル、湯治トンネル、湯浦トンネル、新津奈木トンネル ミョウケン コ フモト ダイイチ ダイニ フタミ シン アカマツ シン サシキ ユ ジ ユ ウラ シン ツナギ

								国道・県道 コクドウ ケンドウ		佐敷トンネル（国道３号線）、俵山・南阿蘇トンネル（県道28号）、横谷トンネル（国道219号）、加久藤トンネル（国道221号） サシキ コクドウ ゴウセン タワラヤマ ミナミアソ ケンドウ ゴウ コクドウ ゴウ

								九州新幹線 キュウシュウ シンカンセン		木葉、西安寺、野田、新田原坂、和泉、小塚トンネル、妙見、第１今泉、第２今泉、鶴喰、田上(北)トンネル、田上(南)、桑川内、吉尾、第１桑原、第２桑原、松原(北)トンネル、松原(南)、野角、新津奈木、岩城、浜崎、染竹、初野トンネル、水俣、小田代、袋トンネル キバ サイアンジ ノダ ニュウタバル サカ イズミ コヅカ キタ タガミ ミナミ クワ センダイ キチ オ ダイ クワハラ ダイ クワハラ マツバラ キタ マツバラ ミナミ ノ カド シン ツナギ イワ シロ ハマサキ ソメ タケ ハツ ノ ミナマタ オダ ダイ フクロ

						大分県 オ ケン		大分自動車道 オオイタ ジドウシャ ドウ		代太郎トンネル、乙原・向平トンネル、隠山・鳥越・挟間トンネル、福万山トンネル、南端・豊岡第２・法花寺第１・第２トンネル ダイ タロウ オチバラ ム ヒラ カク ヤマ トリゴエ ハザマ ミナミ ハシ トヨオカ ダイ ホウ ハナ テラ ダイ ダイ

								東九州自動車道 ヒガシ キュウシュウ ジドウシャ ドウ		九六位・臼杵・臼津トンネル、尺間山トンネル、西ノ内トンネル、津久見トンネル、森崎・丸市尾トンネル、陣ヶ峰・浦之迫・葛原トンネル、大長瀬トンネル、佐伯トンネル、赤尾第１・赤尾第２・赤尾第３トンネル、中津・今仁トンネル、山口第１・山口第２・山口三軒屋・山口下孫四郎・野々河内トンネル ク ロク イ ウスキ ウス ツ ニシ ウチ モリサキ マル イチ オ ダイ ナガセ サイキ アカオ アカオ アカオ ダイ ナカツ イマ ジン ヤマグチ ヤマグチ ヤマグチ ヤマグチ シモ マゴ シロウ ノ

								中津日田道路 ナカツ ヒタ ドウロ		城山トンネル（中津日田道路・中津三光道路）、はなぐりトンネル（中津日田道路・耶馬渓本耶馬溪道路） シロヤマ ナカツ ヒタ ドウロ ナカツ サンコウ ドウロ ナカツ ヒタ ドウロ ヤバケイ ホン ヤバケイ ドウロ

						宮崎県 m ケン		九州自動車道 キュウシュウ		加久藤トンネル（上下線）

								東九州自動車道 ヒガシキュウシュウ ジドウシャドウ		陣ヶ峰・浦之迫・葛原トンネル、須美江・家田小麦山・家田トンネル、平岩第１トンネル、平岩第２・幸脇トンネル、鹿場第１・鹿場第２・落鹿トンネル ジンガミネ ウラ ノ サコ クズハラ ヒライワ ダイ ヒライワ ダイ ユキ ワキ シカ バ ダイ シカ バ ダイ オ シカ

								国道・県道 コクドウ ケンドウ		寺畑谷第1、第2（国道10号）、日南富土トンネル（国道220号）、中椎葉トンネル（国道265号）、古園2号トンネル（国道327号)、大峡・新宇和田・祝子・差木野・桜ヶ丘トンネル（国道10号）、北川・的野・須佐トンネル（国道10号） テラ ハタ タニ ダイイチ ダイニ コクドウ ゴウ ニチナン フ ツチ コクドウ フル ダイ シン ウ ワダ ホウリ サ キ ノ サクラガオカ コクドウ キタガワ マト ノ スサ コクドウ

						鹿児島県 g ケン		九州自動車道 キュウシュウ		田上トンネル タガミ

								南九州西回自動車道 ミナミキュウシュウ ニシマワ ジドウシャドウ		大里トンネル、都トンネル、金山トンネル、宮里トンネル ダイリ カネヤマ ミヤサト

								国道・県道 コクドウ ケンドウ		武岡トンネル(国道3号)、国見トンネル（県道561号） タケオカ コクドウ ゴウ クニミ ケンドウ ゴウ

								九州新幹線 キュウシュウ シンカンセン		境川、前田、針原、関外トンネル、宇津野、小原、第１紫尾山、第２紫尾山、第３紫尾山(北)トンネル サカイ カワ マエダ ハリ ハラ セキ ソト ウツノ オバラ ダイ シビサン ダイ シビサン ダイ シビサン キタ

										【担当課：陸上課０９６－３２６－７８５７】 タントウ カ リクジョウ カ





































































３ 自治体の情報化プロジェクトの推進

地域情報化プロジェクト一覧
【平成２５年度～平成３０年度】

事 業 名 年度 福岡県 佐賀県 長崎県 熊本県 大分県 宮崎県 鹿児島県 事業数

地域情報化アドバ
イザー

25

福岡県(2)、
公益財団法
人、大学

佐賀県、多久
市

九州総合通信
局、熊本県、熊
本市、大津町、
山都町、三セ
ク

指宿市、西之
表市、肝付町、
その他団体、
三セク

17

26

福岡県(2)、
那珂川町

多久市 壱岐市 大津町、NPO
法人

大分県、臼杵
市、日出町

宮崎県、日南
市、宮崎市

屋久島町、霧
島市、薩摩川
内市、鹿児島
県町村会、
NPO法人

18

27

中間市、宇美
町、那珂川町、
宗像市、大学･
自治体共同運
営協議会

長与町 山江村、NPO
法人(2)、農
業者協議会、
南小国町

別府市 宮崎県(2)、
小林市、都城
市、日南・串
間市、五ヶ瀬
町

三島村、NPO
法人、鹿児島
県町村会 22

28

粕屋町、福岡
県、大学、福
智町、宗像市
（福津市及
び古賀市と
の共催）、新
宮町

五島市、長与
町

上天草市 宮崎県教育
研修セン
ター、宮崎県
水産試験場、
都城市、小林
市

鹿児島県連
合戸籍住民
基本台帳事
務協議会、
NPO法人、西
之表市、民泊
体験推進協
議会

18

29

田川郡町村
議会議長会、
大学、田川郡
町村会、福智
町、嘉麻市、
福岡県

武雄市 長崎県 NPO法人(2)、
高森町(2)、
菊池市

由布市、大分
県、中津市

瀬戸内町、長
島町、鹿児島
県電子自治
体運営委員
会

19

30

赤村、大学、
嘉麻市、福岡
県(3)、小郡
市、北九州市、
柳川市、宗像
市、篠栗町

唐津西高 五島市、佐世
保市(3)、長
崎県スポー
ツコミッショ
ン、長崎県、
大村市、島原
市

九州総合通
信局(2)、熊
本県、合志市、
宇城市（２）、
高森町

大分市、大分
県、（一社）
別府市産業
連携・協働プ
ラットフォー
ムB-biz 
LINK

宮崎県教育
研修セン
ター、日南市、
宮崎県、都城
市、西都市

南九州市、鹿
児島市、鹿児
島県、阿久根
市(2)、鹿児
島県電子自
治体運営委
員会

４１

ＩＣＴ地域マネー
ジャー

25 嘉麻市 高森町 2

26 嘉麻市 1

27 嘉麻市 臼杵市 薩摩川内市 3

28
嘉麻市 南小国町 臼杵市 薩摩川内市、

肝付町
5

先導的教育システ
ム実証事業

26

佐賀県教育
委員会（実証
校：県立有田
工業高校、県
立中原特別
支援学校、武
雄市立北方
小学校、武雄
市立北方中
学校
（Ｈ２６～Ｈ２
８））

1

10



事 業 名 年度 福岡県 佐賀県 長崎県 熊本県 大分県 宮崎県 鹿児島県 事業数

若年層に対するプ
ログラミング教育
の普及推進事業

28

㈱アーテッ
ク（県立戸畑
高等学校、
北九州市立
祝町小学校、
北九州市立
児童文化科
学館）

1

若年層に対するプ
ログラミング教育
の普及推進事業

28
(補)

日本ソー
シャルスクー
ル協会（柳
川市立柳河
小学校）

日本ソー
シャルス
クール協会
（武雄市中
央公民館）

㈱ロジコモン
（島原市立第
五小学校）

㈱ロジコモン
（大分市立明
野小学校）

㈱CA Tech 
Kids（コワー
キングス
ペースみら
い創りラボ
いのかわ）

3

情報通信利用環境
整備推進交付金

25
(補)

喜界町
1

27
天草市

1

防災情報ステー
ション等整備事業

25
(補)

宗像市 熊本市

2

観光・防災Wi-Fiス
テーション整備事
業

26
(補)

福岡県 長崎市、壱岐
市、五島市、
南島原市

九重町 綾町

7

27

新上五島町

1

28

水俣市 えびの市、高
千穂町

肝付町

4

公衆無線ＬＡＮ環境
整備支援事業

28
小林市 天城町

2

29

宗像市、志
免町、久留
米市

美里町、甲佐
町、山都町

中津市 小林市、高鍋
町、木城町、
都農町、椎葉
村、延岡市

鹿屋市、湧水
町、和泊町

16

30

上毛町 佐賀市 苓北町、芦北
町

中津市 西都市、諸塚
村、小林市

西之表市、天
城町

10

【担当課：情報通信振興課０９６－３２６－７８２５】

【平成２５年度～平成３０年度】

11



12

地域における電波有効利用に関する調査検討一覧

４ 地域情報化のための電波利用

【平成３０年度末】

実施年度 名 称 概 要
モデル地域・実

験フィールド

平成29年度
４００ＭＨｚ帯気象・地象観測用周波数の有
効利用に関する調査検討

地震・火山活動が活発化し、自然災害が多発する中、
400MHz帯の気象・地象観測用周波数について、新たな
伝送方式を検討

熊本県阿蘇市
長崎県雲仙市

平成27年度
小電力無線システムの高度化に関する調
査検討

独居高齢者の見守りや徘徊老人等の位置確認ができ、
地域のコミュニケーションにも利用できる「地域コミュニ
ティ無線」を実現するための技術的条件及び普及方策に
係る調査検討

熊本県熊本市

平成24年度

ホワイトスペース活用によるUHF帯広帯域
無線伝送システムのための周波数共用条
件等に関する調査検討

「ホワイトスペース活用によるUHF帯広帯域無線伝送シ
ステム」について、当該システムを実現する場合に必要
な既存システムとの周波数共用条件等を実証試験の実
施等により検討

宮崎県えびの市

平成23年度
ホワイトスペース活用によるUHF帯広帯域
無線伝送システムに関する調査検討

「ホワイトスペース」の活用可能性を検討するための山
陰等にもある程度回り込む性質を持つUHF帯の周波数
を用いた広帯域無線伝送システムの無線技術の調査検
討

宮崎県えびの市

平成22年度
猟犬等位置把握・検知用無線システムに関
する調査検討

デジタル簡易無線を活用した「猟犬等位置把握・検知用
無線システム」（通称、「猟犬用マーカー・システム」）の
無線設備、普及方策等に関する調査検討

熊本県熊本市

平成21年度
５ＧＨｚ帯無線アクセスシステムの長距離海
上電波伝搬特性及び集中豪雨減衰特性に
関する調査検討

長距離海上伝搬路で5GHz帯無線アクセスシステムを潮
位変動や降雨減衰等に対して安定的に使用するための
技術的条件の調査検討

熊本県宇土市
長崎県島原市

平成20年度
離島等の中・長距離海上電波伝搬に適した
無線アクセスシステム構築のための調査検
討

周波数帯の異なる様々な無線アクセスシステムの中・長
距離海上電波伝搬特性の把握、電波伝搬技術について
の調査検討

熊本県宇土市
長崎県島原市

平成19年度
地域コミュニティのための情報通信システ
ムに関する調査検討

400MHz帯地域振興用周波数を活用した、地域コミュニ
ティ活動を支援する情報通信システムについての検討

九州全域

平成18年度

十島村におけるブロードバンド化促進のた
めの調査研究

離島等の条件不利地域におけるブロードバンド化促進
の検討

鹿児島県十島村

超高速無線ブロードバンド技術に関する調
査検討

４０GHz帯無線システムの伝送試験結果からモデルシス
テムの検討

熊本県熊本市
大分県大分市

ユビキタスネットを用いた子供見守りシステ
ムに関する技術検討

デジタル防災無線の高度化に向けたモデルシステムの
検討

熊本県合志市

【担当課：電波利用企画課０９６－３２６－７８９０】



県 名 事業者数 事 業 者

福岡県 24

バイクエクスプレス(有)、フクオカサイクルメッセンジャー、(株)ボナシステムズ、(有)TAS、(株)オートソクハイ、ウチ
ダロジテム(株)、北九州電報企業組合、九州航空(株)、西日本急送(株)、赤帽福岡県軽自動車運送協同組合、(株)
西日本美装、ＪＲ九州メンテナンス(株)、九州ネクスト(株)、九州西濃運輸(株)、田口軽運送、(株)シティーライン、九
州福山通運（株）、西鉄運輸(株)、社会福祉法人はるかぜ福祉会、(株)東洋軽貨物運送、特定非営利活動法人宗
像コスモス会、(株)ダイワス、(株)愛知環境管理、社会福祉法人たからばこ

佐賀県 14

社会福祉法人小麦の家福祉会、トランス・エアー・サガ(有)、伊万里運輸(株)、西松浦運輸(株)、(有)西原急便、社
会福祉法人大空福祉会、社会福祉法人まごころ会、富士警備保障(株)、特定非営利活動法人ふれあい、特定非営
利活動法人NPOわかば、赤帽佐賀県軽自動車運送協同組合、社会福祉法人鹿爽会、特定非営利活動法人ともし
び、社会福祉法人コスモス会

長崎県 ９
赤帽長崎県軽自動車運送協同組合、長崎軽運送協業組合、(株)松尾急便、(株)井手運送、長崎綜合警備(株)､長
崎急配、赤帽中村運輸、（有）イエローランナー、社会福祉法人島原市手をつなぐ育成会

熊本県 ８
赤帽熊本県軽自動車運送協同組合、九州産交運輸(株)、社会福祉法人熊本市手をつなぐ育成会、ＮＰＯ法人どん
ぐり村、ＮＰＯ法人河浦きぼうの家、（株）ＫＹＵＳＡＮ物流、（株）ニッコン九州、トールエクスプレスジャパン（株）

大分県 4 赤帽大分県軽自動車運送協同組合、別府電報サービス企業組合、(有)朋友、社会福祉法人千仁会

宮崎県 3 赤帽宮崎県軽自動車運送協同組合、宮崎電報サービス企業組合、宮崎綜合警備(株)

鹿児島県 8
赤帽鹿児島県軽自動車運送協同組合、(有)岩切運送、(有)林運送、(株)昭和貨物、鹿児島綜合警備保障(株)、南
九州福山通運（株）、(株)ＪＡ物流かごしま、(株)おくやみネット

九州計 ７０事業者

５ 信書便事業の現状
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【平成３０年度末】
九州管内の特定信書便事業者一覧

【担当課：信書便監理官０９６－３２６－７８４７】


		県　名		事業者数		事　　　業　　　者

		福岡県		24		バイクエクスプレス(有)、フクオカサイクルメッセンジャー、(株)ボナシステムズ、(有)TAS、(株)オートソクハイ、ウチダロジテム(株)、北九州電報企業組合、九州航空(株)、西日本急送(株)、赤帽福岡県軽自動車運送協同組合、(株)西日本美装、ＪＲ九州メンテナンス(株)、九州ネクスト(株)、九州西濃運輸(株)、田口軽運送、(株)シティーライン、九州福山通運（株）、西鉄運輸(株)、社会福祉法人はるかぜ福祉会、(株)東洋軽貨物運送、特定非営利活動法人宗像コスモス会、(株)ダイワス、(株)愛知環境管理、社会福祉法人たからばこ

		佐賀県		14		社会福祉法人小麦の家福祉会、トランス・エアー・サガ(有)、伊万里運輸(株)、西松浦運輸(株)、(有)西原急便、社会福祉法人大空福祉会、社会福祉法人まごころ会、富士警備保障(株)、特定非営利活動法人ふれあい、特定非営利活動法人NPOわかば、赤帽佐賀県軽自動車運送協同組合、社会福祉法人鹿爽会、特定非営利活動法人ともしび、社会福祉法人コスモス会

		長崎県		９		赤帽長崎県軽自動車運送協同組合、長崎軽運送協業組合、(株)松尾急便、(株)井手運送、長崎綜合警備(株)､長崎急配、赤帽中村運輸、（有）イエローランナー、社会福祉法人島原市手をつなぐ育成会

		熊本県		８		赤帽熊本県軽自動車運送協同組合、九州産交運輸(株)、社会福祉法人熊本市手をつなぐ育成会、ＮＰＯ法人どんぐり村、ＮＰＯ法人河浦きぼうの家、（株）ＫＹＵＳＡＮ物流、（株）ニッコン九州、トールエクスプレスジャパン（株）

		大分県		4		赤帽大分県軽自動車運送協同組合、別府電報サービス企業組合、(有)朋友、社会福祉法人千仁会

		宮崎県		3		赤帽宮崎県軽自動車運送協同組合、宮崎電報サービス企業組合、宮崎綜合警備(株)

		鹿児島県		8		赤帽鹿児島県軽自動車運送協同組合、(有)岩切運送、(有)林運送、(株)昭和貨物、鹿児島綜合警備保障(株)、南九州福山通運（株）、(株)ＪＡ物流かごしま、(株)おくやみネット

		九州計		７０事業者		



５　信書便事業の現状
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【平成３０年度末】

　九州管内の特定信書便事業者一覧

【担当課：信書便監理官０９６－３２６－７８４７】
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第２章 放 送



（１）基幹放送事業者数

（２）地上基幹放送局数
【平成３０年度末】
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※1 NHKは、便宜上各県、区分毎に１事業者として計上している。
※2 中波放送（ＡＭ）を行う民間基幹放送事業者は、すべてテレビジョン放送と兼営である。（再掲）

なお、佐賀県及び長崎県を放送対象区域とする民間基幹放送事業者は、両県に各１事業者として計上している。
※3 マルチメディア放送及び超短波文字多重放送を行う基幹放送事業者は事業者数に計上していない。

１ 地上放送

※「V-Low」は、 99MHzを超え108MHz以下の周波数を使用して行うマルチメディア放送

【平成３０年度末】

区 分 福岡県 佐賀県 長崎県 熊本県 大分県 宮崎県 鹿児島県

テレビジョン放送 地上放送 6 2 5 5 4 3 5

ラジオ放送

中波放送（ＡＭ） 3 2 2 2 2 2 2
超短波放送（県域ＦＭ） 4 2 2 2 2 2 2
超短波放送（コミュニティ放送） 7 2 8 4 3 4 14

【担当課：放送課０９６－３２６－７８７１】

区 分 福岡県 佐賀県 長崎県 熊本県 大分県 宮崎県 鹿児島県

テレビジョン
放送

地上放送
ＮＨＫ

総合 69 28 72 66 69 47 103

教育 68 28 72 66 69 47 103

民間放送 300 23 264 260 176 94 338

小計 437 79 408 392 314 188 544

ラジオ放送

中波放送
（ＡＭ）

ＮＨＫ

第１ 2 3 6 5 6 7 6
FM補完局 0 0 0 0 3 2 6

第２ 2 0 2 2 2 7 4
FM補完局 0 0 0 0 0 0 2

民間放送 8 4 6 10 6 7 5
FM補完局 8 0 4 4 1 2 6

超短波放送
（県域ＦＭ）

ＮＨＫ 7 2 14 14 15 8 12

民間放送 12 3 6 8 7 4 5

超短波放送（外国語放送） 3 0 0 0 0 0 0

超短波放送（文字多重放送） 0 0 0 0 0 0 0

超短波放送（コミュニティ放
送）

9 2 16 12 6 4 33

小計 51 14 54 55 46 41 79

マルチメディア
放送

移動受信用地上基幹放送
（V-High）

0 0 0 0 0 0 0

移動受信用地上基幹放送
（V-Low）

3 1 0 0 0 0 0

受信障害対策中継放送を行う基幹放送局 3 0 8 1 0 0 7

合計 494 94 470 448 360 229 630



２ コミュニティ放送

【平成３０年度末】
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コミュニティ放送一覧

所 在 地 放 送 事 業 者 名

1

福岡県

北九州市若松区 ＡＩＲ ＳＴＡＴＩＯＮ ＨＩＢＩＫＩ（株）

2 北九州市小倉北区 （株）北九州シティエフエム

3 福岡市中央区 （株）コミュニティメディアパートナーズ福岡

4 大牟田市 （株）有明ねっとこむ

5 久留米市 ドリームスエフエム放送（株）

6 八女市 一般財団法人ＦＭ八女

7 築上町 東九州コミュニティ放送（株）

8
佐賀県

佐賀市 （株）コミュニティジャーナル

9 唐津市 ＦＭからつ（株）

10

長崎県

長崎市 （特）長崎市民エフエム放送

11 長崎市 （株）長崎シティＦＭ

12 佐世保市 （株）ＦＭさせぼ

13 島原市 （株）ＦＭしまばら

14 諫早市 （株）エフエム諫早

15 大村市 （株）ＦＭおおむら

16 壱岐市 （特）島ラジオ壱岐

17 南島原市 （株）ひまわりてれび

18

熊本県

熊本市 （株）熊本シティエフエム

19 八代市 （株）エフエムやつしろ

20 天草市 天草ケーブルネットワーク（株）

21 小国町 （株）エフエム小国

22

大分県

中津市 （株）ＦＭなかつ

23 佐伯市 さいき市民放送（株）

24 由布市 （株）ゆふいんラヂオ局

25

宮崎県

宮崎市 （株）宮崎サンシャインエフエム

26 都城市 ＢＴＶ（株）

27 延岡市 （株）ＦＭのべおか

28 日向市 （株）ケーブルメディアワイワイ

29

鹿児島県

鹿児島市 （株）鹿児島シティエフエム

30 鹿児島市 （株）中崎電子工業

31 鹿屋市 （特）かのやコミュニティ放送

32 垂水市 （特）たるみずまちづくり放送

33 薩摩川内市 （株）薩摩川内市観光物産協会

34 曽於市 一般財団法人まちづくり曽於

35 霧島市 （株）ＦＭきりしま

36 志布志市 （特）志布志コミュニティ放送

37 奄美市 （特）ディ

38 姶良市 （株）あいらＦＭ

39 肝付町 （特）きもつきコミュニティ放送

40 宇検村 （特）エフエムうけん

41 瀬戸内町 （特）エフエムせとうち

42 龍郷町 （特）コミュニティらじおさぽーた

【担当課：有線放送課０９６－３２６－７８７６】



（２）ケーブルテレビ（登録一般放送）の普及状況
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ア ケーブルテレビ全体の加入者世帯数の推移

３ ケーブルテレビ

（１）ケーブルテレビの運用主体別事業者数（自主放送を行う登録施設）

【平成３０年度末】

イ ケーブルテレビ全体の普及率の推移

【平成２１年度末～平成３０年度末】

【平成２１年度末～平成３０年度末】

福岡県 佐賀県 長崎県 熊本県 大分県 宮崎県 鹿児島県 計

営利法人 2 2 6 3 1 1 4 19
第３セクター 4 10 7 3 6 3 3 36

1 2 4 5 10 4 3 29
1 0 0 0 0 0 0 1
0 0 0 0 0 0 1 1
8 14 17 11 17 8 11 86

運営主体

地方公共団体
公益法人
その他

合　　　　計

株式会社等

【担当課：有線放送課０９６－３２６－７８７６】
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九州 全国

（単位：千世帯）
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ウ ケーブルテレビ全体の各県別の普及状況
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【平成３０年度末】（単位：千世帯）

（単位：千世帯）
【平成３０年度末】

エ 自主放送を行うケーブルテレビの各県別の普及状況

全国普及率

53.8%

全国普及率

52.2%

【担当課：有線放送課０９６－３２６－７８７６】



全 国

福 岡

九 州

長 崎

熊 本

鹿児島

オ ケーブルテレビ全体の各県別の普及率の推移
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宮 崎

大 分

佐 賀

大 分

佐 賀

全 国

福 岡

宮 崎

九 州

熊 本

鹿児島

長 崎

カ 自主放送を行うケーブルテレビの各県別の普及率の推移

【担当課：有線放送課０９６－３２６－７８７６】



（３）ケーブルテレビ事業者の経営状況
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【担当課：有線放送課０９６－３２６－７８７６】

平成28年度末 平成29年度末 対前年比

営 業 収 益

九 州 １，２８６億円 １，３２１億円 102.7%

全 国 １３，５３８億円 １３，５３２億円 99.9%

営 業 費 用

九 州 １，１５９億円 １，２２１億円 105.3%

全 国 １１，９８２億円 １２，０３２億円 100.6%

営 業 利 益

九 州 １２７億円 １００億円 78.7%

全 国 １，５５５億円 １，４９３億円 96.5%



第３章 電気通信



【年度末】

福岡 佐賀 長崎 熊本 大分 宮崎 鹿児島 九州計 全国計

平成26年度末
4,853,540 611,609 1,017,611 1,352,134 881,015 811,248 1,176,369 10,703,526 124,110,432

211.4% 190.3% 162.5% 178.6% 167.6% 157.2% 146.5% 183.1% 221.8%

平成27年度末
6,378,977 778,037 1,283,048 1,739,512 1,107,041 1,053,023 1,511,300 13,850,938 160,416,878

274.8% 240.9% 204.2% 228.3% 209.8% 203.4% 187.9% 235.4% 284.4%

平成28年度末
8,421,694 909,747 1,498,356 2,039,361 1,291,410 1,254,256 1,770,682 17,185,506 188,887,837

358.9% 279.7% 236.7% 265.6% 243.3% 241.2% 219.9% 289.9% 331.7%

平成29年度末
10,605,153 1,015,858 1,671,287 2,275,575 1,457,106 1,411,986 1,980,248 20,417,213 218,587,829

447.2% 309.7% 263.2% 295.3% 273.2% 270.7% 245.3% 342.2% 380.3%

平成30年度末
12,423,143 1,100,367 1,815,946 2,481,823 1,590,799 1,541,232 2,155,573 23,108,883 243,132,864

518.0% 332.6% 286.4% 319.8% 296.9% 294.2% 266.9% 384.7% 419.1%

上段：契約数
下段：世帯普及率
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平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年

ブロードバンドサービスの県別普及率

大分福岡

宮崎

佐賀

鹿児島

長崎

九州計

熊本

全国計

0

2,000,000

4,000,000

300.0%
6,000,000

8,000,000

10,000,000

12,000,000

14,000,000

福岡 佐賀 長崎 熊本 大分 宮崎 鹿児島

ブロードバンドサービス契約数
【平成２9年度末】

ＬＴＥ

世帯普及率

１ ブロードバンドサービス及び携帯電話の現状

（１）ブロードバンドサービス全体の契約数及び普及率の推移

ＦＴＴＨ

ＣＡＴＶ

ＤＳＬ

ＦＷＡ

ＢＷＡ

【担当課:電気通信事業課096-326-7821】
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イ ＣＡＴＶインターネットサービス契約数及び普及率の推移

ウ ＤＳＬ契約数及び普及率の推移

エ ＦＷＡアクセスサービス契約数の推移

オ ＢＷＡアクセスサービス契約数の推移

カ ＬＴＥアクセスサービス契約数の推移

福岡 佐賀 長崎 熊本 大分 宮崎 鹿児島 九州計 全国計

平成26年度末
978,505 100,020 184,703 282,656 195,817 152,887 256,697 2,151,285 26,563,253

42.6% 31.1% 29.5% 37.3% 37.2% 29.6% 32.0% 36.8% 47.5%

平成27年度末
1,046,662 112,900 197,793 305,040 215,191 163,642 274,228 2,315,456 27,974,664

45.1% 35.0% 31.5% 40.0% 40.8% 31.6% 34.1% 39.3% 49.6%

平成28年度末
1,108,919 122,549 213,068 319,784 230,488 173,796 289,493 2,458,097 29,459,953

47.3% 37.7% 33.7% 41.6% 43.4% 33.4% 35.9% 41.5% 51.7%

平成29年度末
1,147,724 129,937 229,763 332,847 245,666 185,150 305,646 2,576,733 30,603,950

48.4% 39.6% 36.2% 43.2% 46.1% 35.5% 37.9% 43.2% 53.2%

平成30年度末
1,186,832 137,520 247,790 350,551 256,645 199,645 320,420 2,699,403 31,660,039

49.5% 41.6% 39.1% 45.2% 47.9% 38.1% 39.7% 44.9% 54.6%

福岡 佐賀 長崎 熊本 大分 宮崎 鹿児島 九州計 全国計

平成26年度末
272,528 32,086 55,402 30,490 45,975 51,696 5,849 494,026 6,428,062

11.9% 10.0% 8.8% 4.0% 8.7% 10.0% 0.7% 8.5% 11.5%

平成27年度末
283,368 32,180 55,659 46,178 41,126 55,208 6,580 520,299 6,726,904

12.2% 10.0% 8.9% 6.1% 7.8% 10.7% 0.8% 8.8% 11.9%

平成28年度末
293,297 32,632 54,395 47,643 35,020 59,217 7,504 529,708 6,846,976

12.5% 10.0% 8.6% 6.2% 6.6% 11.4% 0.9% 8.9% 12.0%

平成29年度末
303,143 32,837 52,897 50,467 30,069 61,016 8,155 538,584 6,881,314

12.8% 10.0% 8.3% 6.5% 5.6% 11.7% 1.0% 9.0% 12.0%

平成30年度末
312,576 32,908 52,418 52,760 30,078 59,451 8,865 549,056 6,855,859

13.0% 9.9% 8.3% 6.8% 5.6% 11.4% 1.1% 9.1% 11.8%

福岡 佐賀 長崎 熊本 大分 宮崎 鹿児島 九州計 全国計

平成26年度末
144,372 24,004 51,421 54,514 29,449 26,843 59,784 390,387 3,752,583

6.3% 7.5% 8.2% 7.2% 5.6% 5.2% 7.4% 6.7% 6.7%

平成27年度末
122,298 20,091 45,488 46,553 25,848 23,091 52,992 336,361 3,203,476

5.3% 6.2% 7.2% 6.1% 4.9% 4.5% 6.6% 5.7% 5.7%

平成28年度末
98,412 16,937 39,373 39,597 22,308 19,856 46,783 283,266 2,511,979

4.2% 5.2% 6.2% 5.2% 4.2% 3.8% 5.8% 4.8% 4.4%

平成29年度末
83,225 14,448 33,584 33,994 19,550 17,000 40,141 241,942 2,146,444

3.5% 4.4% 5.3% 4.4% 3.7% 3.3% 5.0% 4.1% 3.7%

平成30年度末
66,857 11,928 28,602 28,110 16,425 14,003 33,493 199,418 1,729,646

2.8% 3.6% 4.5% 3.6% 3.1% 2.7% 4.1% 3.3% 3.0%

福岡 佐賀 長崎 熊本 大分 宮崎 鹿児島 九州計 全国計

平成26年度末
14 0 377 335 27 83 286 1,122 6,901

0.0% 0.0% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

平成27年度末
8 0 298 137 26 60 296 825 6,346

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

平成28年度末
2 0 202 28 19 58 286 595 5,883

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

平成29年度末
0 0 179 10 0 48 314 551 5,076

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

平成30年度末
0 0 166 10 0 11 312 499 4,580

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

福岡 佐賀 長崎 熊本 大分 宮崎 鹿児島 九州計 全国計

平成26年度末
928,340 78,539 123,236 175,481 109,653 113,645 145,252 1,674,146 19,465,661

40.4% 24.4% 19.7% 23.2% 20.9% 22.0% 18.1% 28.6% 34.8%

平成27年度末
1,738,817 151,526 237,740 340,004 210,382 226,426 295,821 3,200,716 35,136,714

74.9% 46.9% 37.8% 44.6% 39.9% 43.7% 36.8% 54.4% 62.3%

平成28年度末
2,252,706 213,181 331,205 477,147 294,588 321,683 413,058 4,303,568 47,887,838

96.0% 65.5% 52.3% 62.1% 55.5% 61.9% 51.3% 72.6% 84.1%

平成29年度末
2,538,481 249,146 385,869 557,632 349,095 375,070 483,077 4,938,370 58,223,954

107.0% 76.0% 60.8% 72.4% 65.4% 71.9% 59.8% 82.8% 101.3%

平成30年度末
2,775,731 281,124 437,015 630,004 393,885 423,309 546,772 5,487,840 66,240,683

115.7% 85.0% 68.9% 81.2% 73.5% 80.8% 67.7% 91.4% 114.2%

福岡 佐賀 長崎 熊本 大分 宮崎 鹿児島 九州計 全国計

平成26年度末
2,523,207 376,026 601,735 807,396 499,436 465,422 708,010 5,981,232 67,781,298

109.9% 117.0% 96.1% 106.6% 95.0% 90.2% 88.2% 102.3% 121.1%

平成27年度末
3,187,824 461,340 746,070 1,001,600 614,468 584,596 881,383 7,477,281 87,368,774

137.3% 142.8% 118.8% 131.5% 116.4% 112.9% 109.6% 127.1% 154.9%

平成28年度末
4,668,358 524,448 860,113 1,155,162 708,987 679,646 1,013,558 9,610,272 102,175,208

199.0% 161.3% 135.9% 150.4% 133.6% 130.7% 125.9% 162.1% 179.4%

平成29年度末
6,532,580 589,490 968,995 1,300,625 812,726 773,702 1,142,915 12,121,033 120,727,053

275.5% 179.7% 152.6% 168.8% 152.4% 148.3% 141.6% 203.1% 210.0%

平成30年度末
8,081,147 636,887 1,049,955 1,420,388 893,766 844,813 1,245,711 14,172,667 136,642,057

236.9% 192.5% 165.6% 183.0% 166.8% 161.3% 154.2% 236.0% 235.6%

（２）ブロードバンドサービス契約数及び普及率の推移（内訳）

21

ア F T T H サ ー ビ ス 契約数及び普及率の推移



福岡 佐賀 長崎 熊本 大分 宮崎 鹿児島 九州計 全国計

平成26年度末
5,505,395 795,742 1,297,990 1,734,568 1,079,389 1,019,769 1,515,388 12,948,241 152,697,747

108.5% 93.6% 91.0% 95.4% 90.2% 89.8% 88.8% 98.1% 119.2%

平成27年度末
5,610,000 805,598 1,324,269 1,765,911 1,099,055 1,039,209 1,551,627 13,195,669 156,562,122

109.9% 96.7% 96.1% 98.8% 94.2% 94.1% 94.1% 101.3% 123.2%

平成28年度末
6,659,735 807,973 1,336,719 1,781,083 1,114,286 1,051,315 1,566,699 14,317,810 163,496,760

130.5% 97.0% 97.0% 99.7% 95.5% 95.2% 95.0% 110.0% 128.6%

平成29年度末
8,063,417 806,798 1,337,308 1,782,549 1,132,350 1,057,242 1,571,239 15,750,903 170,192,035

158.1% 96.9% 97.1% 99.8% 97.1% 95.8% 95.3% 121.0% 133.9%

平成30年度末
9,240,071 802,154 1,328,903 1,782,527 1,144,073 1,054,630 1,565,967 16,918,325 177,816,158

181.1% 96.3% 96.5% 99.8% 98.1% 95.5% 95.0% 130.0% 139.9%

上段：契約数
下段：人口普及率

携帯電話県別普及率
福岡 佐賀 長崎

熊本 大分 宮崎

鹿児島 九州計 全国計

200.0%

180.0%

160.0%

140.0%

120.0%

100.0%

80.0%

60.0%

40.0%

20.0%

0.0%
平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年

【年度末】

（３）携帯電話契約数及び普及率の推移

【担当課: 電気通信事業課096-326-7821】
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項 目 内 容

法規・基準
電気通信事業法、特定電子メール法、携帯電話不正利用防止法、
プロバイダ制限責任法、個人情報保護法、その他各種法令関係

契約・解約 契約・提供条件、本人確認、解約トラブル、不正契約、説明不足など

品質・機能 品質、使い勝手、故障対応、通信障害、保証など

接客 電気通信事業者及び販売代理店等の従業員対応など

料金・価格 料金トラブル、高額パケット、料金設定、徴収方法など

販売・表示 広告表示、電話勧誘など

迷惑通信
迷惑電話・ＦＡＸ、迷惑メール、不当請求・架空請求、ネット誹謗中傷、
違法・有害情報など

工事・電柱・土地等 ＡＤＳＬ工事、ＦＴＴＨ工事、電柱、土地の使用等など

その他
上記の項目に属さないもの（利用マナー、携帯電話・ＰＨＳの加入者数等
の問い合わせ、電気通信政策に関する意見・要望など）

181
196

336
324 333

7,012 6,953

329
10,125

8,416

7,369

8,406

50

0

100

150

200

300

250

350

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

九 州 全 国 全国（件）
12,000

九州（件）
400

２ 電気通信サービスに関する苦情・相談の現状

（１）消費者相談の推移
【平成25年度～平成30年度】

（２）九州総合通信局に寄せられた消費者相談の内訳

【担当課:電気通信事業課096-326-7821】
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第４章 無線通信



地 域 固 定 局 基 地 局 陸上移動局 合 計

九州（全国比率） 246  (12.7%) 324  (11.6%) 12,801  (9.9%) 13,371   (10.0%)

全 国 1,943 2,790 129,209 133,942

１ 陸上通信

（１）防災行政用無線

ア デジタル防災行政無線システムの整備市町村数の推移
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【平成３０年度末】消防・救急用無線局数

88.3%

100.0%

81.0% 84.4%
77.8%

92.3%

95.3%

88.8%

83.9%
73.3% 75.0%

52.4%

60.0%

72.2%
84.6%

46.5%

65.2%

84.0%

96.7%

100.0%

85.7%

91.1% 88.9%

100.0% 97.7%
94.8%

95.4%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

福岡 佐賀 長崎 熊本 大分 宮崎 鹿児島 九州 全国

同報系整備率
移動系整備率
整備率

【平成３０年度末】

システム名 地 域
平成26年度末
導入市町村数

平成27年度末
導入市町村数

平成28年度末
導入市町村数

平成29年度末
導入市町村数

平成30年度末
導入市町村数

同報通信システム

九 州
（全国比率）

１０６
（１４．７％）

１１５
（１４．６％）

１２９
（１４．７％）

１３５
（１４．４％）

１４４
（１４．５％）

福岡県（27）佐賀県（16）長崎県（15）
熊本県（27）大分県（6）宮崎県（17）
鹿児島県（36）

全 国 ７１７ ７８８ ８７５ ９３８ ９９１

移動通信システム

九 州
（全国比率）

１３
（４．３％）

１５
（４．４％）

２３
（５．９％）

２４
（６．０％）

２６
（６．３％）

福岡県（3）佐賀県（4）長崎県（4）
熊本県（7）大分県（0）宮崎県（4）
鹿児島県（4）

全 国 ２９９ ３４３ ３８７ ３９９ ４１０

【平成３０年度末】

（２）消防・救急用無線

イ 各県別の市町村防災行政無線の整備状況



全 国 九 州 全国比率

1,250,832 93,902 7.5%

全 国 九 州 全国比率

412,667 34,746 8.4%

（３）公共・公益通信

ア 電気事業用無線局数

イ 鉄道事業用無線局数

（４）一般企業・個人用通信

ア ＭＣＡ無線局数

イ タクシー用無線局数

ウ 簡易無線局数

エ アマチュア無線局数

【平成３０年度末】

【平成３０年度末】

【平成３０年度末】

【平成３０年度末】

【平成３０年度末】

【平成３０年度末】

※固定局、基地局、陸上移動局以外の無線局は記載省略

※固定局、基地局、陸上移動局以外の無線局は記載省略
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※パーソナル無線を除く

地 域 固 定 局 基 地 局 陸上移動局 合 計

九州（全国比率） 432   (10.6%) 320   (10.7%) 3,311  (12.6%) 4,063  (12.2%)

全 国 4,068 2,982 26,376 33,426 

地 域 固 定 局 基 地 局 陸上移動局 合 計

九州（全国比率） 8  (2.3%) 787  (4.6%) 7,624  (7.6%) 8,419  (7.2%)

全 国 343 16,959 99,913 117,215 

全 国 九 州 全国比率

147,912 20,534 13.9%

地 域 基 地 局 陸上移動局 合 計

九州（全国比率） 427  (12.8.%) 15,242  (13.5%) 15,669  (13.5%)

全 国 3,334 112,949 116,283 

【担当課：陸上課：０９６－３２６－７８５７】



２ 海上通信

（１）船舶に開設された無線局数の推移（大型船を含む）

（２）小型船舶に開設された無線局数の推移

（３）小型船舶における無線局開設の現状

※「無線化率」とは、小型船舶数に対する無線局数の比率。（参考：九州７県平均は19.8%､全国平均は17.4%）

【平成３０年度末】
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地 域 平成２６年度末 平成２７年度末 平成２８年度末 平成２９年度末 平成３０年度末

九 州 14,163 13,992 13,859 13,745 13,626

（全国比率） (21.7%) (21.6%) (21.4%) (21.2%) (21.1%)

全 国 65,272 64,909 64,740 64,696 64,594

地 域 平成２６年度末 平成２７年度末 平成２８年度末 平成２９年度末 平成３０年度末

九 州 12,743 12,609 12,504 12,399 12,306

（全国比率） (22.3%) (22.1%) (22.0%) (21.7%) (21.5%)

全 国 57,217 56,944 56,825 57,074 57,341

【担当課：航空海上課：０９６－３２６－７８３１】

（隻）

北海道

12.3%

東 北

9.6%

関 東

10.1%

信 越

1.6%北 陸

3.0%

東 海

9.9%
近 畿

11.3%

中 国

9.7%

四 国

8.7%

九 州

21.5%

沖 縄

2.4%

小型船舶に開設した無線局の地域別割合

全国最多の無線局数

九州計 12,306局

全国計 57,341局

北海道

4.5%
東北

6.5%

関東

14.1% 信越

2.2%

北陸

3.4%
東海

11.4%近畿

13.3%

中国

13.8%

四国

8.6%

九州

18.8%

沖縄

3.3%

小型船舶在籍数の地域別割合

10,284 

3,609 

16,910 

10,856 

5,850 
4,158 

10,415 

2,172 
1,265 

4,245 

980 1,333 843 1,467 

21.1%

35.1%

25.1%

9.0%

22.8%
20.3%

14.1%
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0

5,000
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20,000

福岡 佐賀 長崎 熊本 大分 宮崎 鹿児島

県別の小型船舶無線局開設状況
小型船舶数

無線局数

無線化率

全国最多の
小型船舶在籍数

九州計 62,082
全国計 330,108



３ 航空通信

（１）航空運輸関係無線局数の推移

（２）航空機局数の推移
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（３）航空局数の推移

地 域 平成26年度末 平成27年度末 平成28年度末 平成29年度末 平成30年度末

九 州 601 598 595 596 595

（全国比率） (22.0%) (22.0%) (22.0%) (22.1%) (22.0%)

全 国 2,733 2,720 2,706 2,691 2,703

【航空保安・航空管制用無線局】

地 域 平成26年度末 平成27年度末 平成28年度末 平成29年度末 平成30年度末

九 州 1,599 1,691 1,677 1,679 1,550

（全国比率） (18.7%) (19.5%) (19.0%) (19.0%) (18.3%)

全 国 8,533 8,667 8,808 8,840 8,454

【航空事業・飛行訓練用等無線局】

地 域 平成26年度末 平成27年度末 平成28年度末 平成29年度末 平成30年度末 備 考

九 州 263 285 297 301 309

（全国比率） (10.4%) (11.2%) (11.3%) (11.1%) (11.2%)

内

訳

国土交通省 0 0 0 0 0 

航空事業者 109 120 126 122 133

自 家 用 82 93 97 96 93

そ の 他 72 72 74 83 83 国､自治体等

全 国 2,526 2,555 2,619 2,703 2,757

地 域 平成26年度末 平成27年度末 平成28年度末 平成29年度末 平成30年度末 備 考

九 州 297 296 298 300 301

（全国比率） (13.5%) (13.3%) (13.2%) (13.4%) (13.4%)

内

訳

国土交通省 53 53 54 52 52 

航空事業者 144 143 143 146 147

自 家 用 0 0 0 0 0 

そ の 他 100 100 101 101 102 国､自治体等

全 国 2,192 2,233 2,262 2,242 2,253

【担当課：航空海上課：０９６－３２６－７８３１】



４ 無線従事者

（１）無線従事者免許の付与状況

（備考）

総 合 ： 第一級～第三級総合無線通信士

海 上 ： 第一級～第四級海上無線通信士、第一級～第三級海上特殊無線技士、レーダー級海上特殊無線技士

航 空 ： 航空無線通信士、航空特殊無線技士

陸 上 ： 第一級～第二級陸上無線技術士、第一級～第三級陸上特殊無線技士、国内電信級陸上特殊無線技士等

アマチュア ： 第一級～第四級アマチュア無線技士

（２）無線従事者免許申請等件数の推移

（３）無線従事者養成に関する学校認定等の状況
【平成30年度末】

【平成30年度末】
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【担当課：航空海上課：０９６－３２６－７８３１】

地域＼資格 総合 海上 航空 陸上 アマチュア 総計

九 州 10,216 155,059 13,343 223,677 337,581 739,876 
（対全国比） (15.8%) (17.8%) (9.2%) (10.5%) (9.7%) (11.1%)
全 国 64,667 871,909 145,605 2,122,439 3,485,376 6,689,996 
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10 (16.4%) 33 (13.6%) 5 (18.5%)

0 - 0 (0%) 0 -
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第５章 電波監理



１ 不法無線局の実態
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719

766

723

（２）局種別の主な特徴

（１）不法無線局の探知状況

種 別 不法無線局の実態
合 法 無 線 局

技術基準等 免許手続きの概要 従事者の要否

市民ラジオ

27MHz帯

周波数帯：27MHz帯、120ﾁｬﾝﾈﾙ 最大8ﾁｬﾝﾈﾙ(8波)

電 力：5W～1kW 0.5W以下 免許不要
否

通信距離：数10ｋｍ～数100km 1km程度 (免許を要しない無線局)

使用形態：車載型 携帯型のみ

技術基準適合証明必要

パーソナル無線

903～905MHz帯

周波数帯：889～911MHz帯、1280ﾁｬﾝﾈﾙ 158ﾁｬﾝﾈﾙ以下

電 力：5W～50W 5W以下
平成２７年１１月３０日を持っ
て免許の交付は終了。

否使用形態：車載型 呼出名称記憶装置なしの
送信不可

（但し、現に免許を受けてい
る無線局は、免許の有効期
間まで有効。）特 徴：呼出名称記憶装置なしの送信

ﾁｬﾝﾈﾙ固定 ﾁｬﾝﾈﾙ固定不可

技術基準適合証明必要

アマチュア局

周波数帯：125～170MHz、400～480MHz 144～146MHz 免許が必要 要

1.2GHzﾚﾋﾟｰﾀ使用 430～440MHz
一部を除き簡単な免許手続
きにより検査省略

第１級～第４級ｱﾏﾁｭｱ無線
技士等の免許資格が必要使用形態：固定型、車載型、携帯型 1.26～1.3GHz 等

766



２ 不法無線局等対策と取組状況
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（１）不法無線局等の措置状況の推移
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３ 混信申告等の実態

（１）混信申告等の受付状況

（２）重要無線通信妨害申告の内訳

（３）混信申告件数の推移
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【平成３０年度】

【平成３０年度】

【担当課：電波利用環境課：０９６－３１２－８２５１ 監視課：０９６－３１２－８２６１ 調査課：０９６－３１２－８２７１】

一般申告 111

(51.9%)

重要無線通信妨害

申告 76 (35.5%)

電磁環境申告 27

(12.6%)

全申告件数
２１４件

海上関係 38

(50.0%)

航空関係 23

(30.3%)

放送業務 6

(7.9%)

防災行政 3

(3.9%)

鉄道事業 2 (2.6%) 消防 2 (2.6%)

水防・道路 2 (2.6%)

重要無線通信
妨害申告件数

７６件

＊電磁環境申告を除く
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